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年金積立金管理運用独立行政法人 平成２５年度事業報告書 
 
 
１．国民の皆様へ 
 

（１）年金積立金管理運用独立行政法人の役割 

年金積立金管理運用独立行政法人（以下「管理運用法人」という。）は、厚生労働大臣

から寄託された年金積立金の管理及び運用を行うとともに、その収益を年金特別会計に

納付することにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の安定に資することを目的と

しています。 
年金積立金の運用は、厚生年金保険法等の法律及び厚生労働大臣の定めた「中期目標」

において、「長期的な観点から、安全かつ効率的に行う」こととされています。このため、

管理運用法人においては、複数の資産に適切に分散して投資を行う「分散投資」の考え

方を基本とし、長期的な観点から定めた資産の構成割合（基本ポートフォリオ）を基に、

資産の管理及び運用を行っています。また、年金給付に必要な流動性の確保に向けた機

能を強化するとともに、人材の確保・育成による専門性の確保、ホームページの充実等

による透明性の向上等を図ることにより、業務の効率化及び質の向上に努めています。 
管理運用法人は、以上のとおり、年金積立金の管理及び運用を通じ、年金制度の運営

の安定、ひいては国民生活の安定に貢献するという使命を全うすべく、国民の皆様に信

頼される組織を目指し、役職員一同全力で取り組んでいます。 
 

（２）平成２５年度の事業実績の概況 
平成２５年度期末の財務諸表上の総資産額は１２６兆５，７７９億円であり、このう

ち運用資産額は１２６兆５，７７１億円となりました。この運用資産額の内訳は、市場

運用分（売買目的有価証券及びその他有価証券）が１１８兆４，５３９億円、厚生労働

大臣の指示に従い引き受けた財投債（満期保有目的債券）が８兆１，２３２億円となっ

ています。 
平成２５年度の運用実績は、内外株式の価格上昇に加え、外国為替市場においても円

安が進行したことから、１０兆２，２０７億円のプラスとなり、資産運用業務費等の経

常費用を差し引いた当期総利益は１０兆１，９３８億円となりました。 
また、平成２５年度においては、年金特別会計に、寄託金２兆４，７４９億円の償還

を行うとともに、平成２４年度の運用実績等に基づき２兆１，１１６億円（厚生年金勘

定１兆９，３８５億円、国民年金勘定１，７３１億円）を納付しました。 
これらの結果、利益剰余金は平成２４年度期末の１３兆７，１２６億円から８兆８２

２億円増加し２１兆７，９４８億円となりました。 
 
運用実績の詳細については、管理運用法人のホームページで公表する「平成２５年度

業務概況書」をご参照ください。（http://www.gpif.go.jp/） 
 
（３）平成２５年度の取組み 

当法人においては、基本ポートフォリオを定期的に検証することとし、厚生労働大臣

から任命された金融・経済等の専門家からなる運用委員会で審議を行い、検証を行った

結果、基本ポートフォリオの変更が必要との結論を得たことから、厚生労働大臣の認可

を受けて基本ポートフォリオに係る中期計画の変更を行いました。 
平成２４年度に公募し、第１次審査及び第２次審査を終えていた外国株式アクティブ

運用の運用受託機関構成（マネジャー・ストラクチャー）の見直しについては、第３次

審査を行い運用受託機関を選定しました。また、国内株式アクティブ運用及びパッシブ

運用の運用受託機関構成の一体的な見直しについては、平成２５年度に公募し、第１次



審査から第３次審査までを行い運用受託機関を選定しました。なお、運用受託機関の選

定過程においては、運用委員会の審議を経ています。 
また、運用対象の多様化を図り分散投資を進める観点から、国内外の機関投資家との

共同投資協定に基づくインフラストラクチャーへの投資を開始しました。 
併せて、管理運用法人においては調査研究の充実を図ってきており、平成２３年度よ

り実施した大学との共同研究については、平成２５年度も継続して実施しました。 
これらの業務の実施に当たっては、内部統制の基本方針に基づいて、業務の有効性・

効率性の確保等の取組みに努めるとともに、中期計画に定めた経費の節減目標を達成す

るため効率的な執行に努めました。さらに「随意契約の見直し計画」に基づき、引き続

き契約の適正化を推進するとともに、契約の状況について外部有識者を含む契約監視委

員会において点検及び見直しを行いました。 
 
 
２．基本情報 
 
（１）管理運用法人の概要 
  ① 管理運用法人の目的 

管理運用法人は、厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）及び国民年金法（昭

和 34 年法律第 141 号）の規定に基づき厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管

理及び運用を行うとともに、その収益を国庫に納付することにより、厚生年金保険

事業及び国民年金事業の運営の安定に資することを目的としています。（年金積立金

管理運用独立行政法人法（平成 16 年 6 月 11 日法律第 105 号）第 3 条） 
 

② 業務内容 
 管理運用法人は、年金積立金管理運用独立行政法人法第 3 条の目的を達成するた

め以下の業務を行います。 
     ア．年金積立金の管理及び運用 
     イ．上記に掲げる業務に附帯する業務 
 
  ③ 沿革     

昭和 36 年 11 月 25 日 年金福祉事業団設立 
昭和 61年 4月 18日 年金資金運用業務を開始 
 ・財政投融資借入による資金の運用を開始

平成 13 年 4 月 1 日 年金資金運用基金設立 
 ・厚生労働大臣から寄託された年金積立金の運用を開始

平成 18 年 4 月 1 日 年金積立金管理運用独立行政法人設立 
 ・年金積立金の管理・運用業務を担う機関として設立

  
  （注）承継資金運用勘定の廃止 

平成２３年度において、年金積立金管理運用独立行政法人法附則第３条第１項の規定により承継した資金の

管理及び運用（同法附則第８条に規定する承継資金運用業務）に係る経理を行っていた承継資金運用勘定につ

いては、平成２２年度で業務を終えたことから、同法附則第１２条の規定に基づき、平成２３年４月１日に廃

止し、当該勘定に属する資産及び負債は同日に総合勘定に帰属させています。 

総合勘定に帰属した、承継資金運用勘定における平成２２年度末の繰越欠損金２兆９，９０７億円について

は、同法施行令附則第１１条の規定に基づき厚生労働大臣の定めるところにより、厚生年金勘定の積立金２兆

７，９０８億円及び国民年金勘定の積立金 １，９９９億円を減額して処理しています。 

 
 



 
 
  ④ 設立根拠法 
    年金積立金管理運用独立行政法人法（平成 16 年 6 月 11 日法律第 105 号） 
 
  ⑤ 主務大臣（主務省所管課） 
    厚生労働大臣（厚生労働省年金局総務課） 
 

⑥ 組織図（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

 
（注）平成 26 年 4 月 1 日より、運用部に投資戦略課を新設し、これにより運用部は 3 課体制となっております。 

 
（２）事務所の住所 
   東京都千代田区霞が関 1 丁目 4 番 1 号（日土地ビル 2 階） 
 
（３）資本金の状況 
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（単位：百万円）
区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 100 - - 100
資本金合計 100 - - 100

（参考）　　政府出資金に係る年金特別会計勘定別負担額・割合は、厚生年金勘定99,000,000円（99.0％）、

　　　　　国民年金勘定1,000,000円（1.0％）です。



 
 
 
（４）役員の状況（平成 26 年 3 月 31 日現在） 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
（５）常勤職員の状況 

 常勤職員は平成 26 年 1月 1 日現在 72人（前年同時期比 1 人増加、1.4％増）であり、

平均年齢は 44.4 歳（前年同時期 44.7 歳）となっております。このうち、国等からの

出向者は 6人です。 

 
 

３．簡潔に要約された財務諸表（法人単位） 
 
（１）貸借対照表 

（財務諸表へのリンク http://www.gpif.go.jp/public/activity/index.html） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （参考）貸借対照表の科目 

      金銭等の信託 ：信託銀行へ信託している運用資産で、売買目的有価証券、満期保有目的債

券及びその他有価証券に分類している（償還まで１年以内の財投債は流動資

産、償還まで１年を超える財投債は固定資産に計上）。 

      有形固定資産 ：管理運用法人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産で、建

物、工具器具備品及びリース資産が該当 

      無形固定資産 ：有形固定資産、投資その他の資産以外の長期資産で、ソフトウェア及び電

話加入権が該当 

      未払金    ：運用手数料等の未払い分 

      短期リース債務：リース債務のうちリース期間１年以内の返済額 

（単位：百万円）
資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 121,564,643 流動負債 12,900
　　金銭等の信託 121,564,353 　　未払金 12,837
　　その他 291 　　短期リース債務 3
固定資産 5,013,241 　　その他 60
　　有形固定資産 165 固定負債 104,770,078
　　無形固定資産 268 　　運用寄託金 104,769,423
　　投資その他の資産 5,012,807 　　引当金 655
　　　　金銭等の信託 5,012,744 　　　　退職給付引当金 655
　　　　その他 63 負債合計 104,782,978

純資産の部 金額
資本金 100
　　政府出資金 100
利益剰余金 21,794,805
　　積立金 11,600,976
　　当期未処分利益 10,193,829
その他有価証券評価差額金 2
純資産合計 21,794,906

資産合計 126,577,884 負債純資産合計 126,577,884

（注）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。

役職 氏名 任期 経歴

理事長 三谷　隆博
自 平成22年 4月 1日
至 平成27年 3月31日

日本銀行理事

日本アイ・ビー・エム㈱特別顧問

理事 大久保　要
自 平成24年 9月11日
至 平成26年 3月31日

厚生労働省大臣官房付(役員出向）

監事 高島　健一
自 平成24年 4月 1日
至 平成26年 3月31日

本田技研工業㈱取締役経理部長、常勤監査役、特別顧問

ホンダ企業年金基金理事長

監事
(非常勤)

石澤　照久
自 平成23年 7月 1日
至 平成27年 6月30日

㈱日本航空常勤監査役

（注） 監事の高島健一は任期満了で退任し、平成26年4月1日付で吉江純彦が就任しております。

       また、平成26年4月1日付で理事の大久保要は再任しております。



      運用寄託金  ：厚生労働大臣から寄託された年金積立金 

      退職給付引当金：内規に基づく当該者が自己都合退職した場合の期末要支給額 

      政府出資金  ：国からの出資金であり、管理運用法人の財産的基礎を構成 

      利益剰余金  ：管理運用法人の業務に関連して発生した利益の累計額 

      その他有価証券評価差額金：金銭等の信託のうち、その他有価証券の評価差額 

 

（２）損益計算書 
（財務諸表へのリンク http://www.gpif.go.jp/public/activity/index.html） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （参考）損益計算書の科目 

      資産運用損益 ：資産運用に伴う損益 

      資産運用業務費：管理運用法人の運用業務に要する費用 

      運用諸費   ：運用手数料等の費用 

      人件費    ：資産運用業務費においては役員報酬、給与、賞与及び法定福利費等の管理

運用法人の運用部門の役職員に要する費用、一般管理費においては役員報酬、

給与、賞与及び法定福利費等の管理運用法人の管理部門の役職員に要する費

用が該当 

      減価償却費  ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって配分した費用 

      一般管理費  ：管理運用法人の管理業務に要する費用 

      
（３）キャッシュ・フロー計算書 

（財務諸表へのリンク http://www.gpif.go.jp/public/activity/index.html） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（単位：百万円）
金額

経常収益(Ａ) 10,220,945
　　資産運用損益 10,220,673
　　雑益 272
経常費用(Ｂ) 27,119
　　資産運用業務費 26,823
　　　　運用諸費 25,681
　　　　人件費 518
　　　　減価償却費 204
　　　　その他 419
　　一般管理費 296
　　　　人件費 172
　　　　減価償却費 7
　　　　その他 117
臨時損益(C) 3
当期総利益(A-Ｂ+C) 10,193,829
（注）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）
金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 196
　　　資金運用に係る投資支出 △ 612,548
　　　人件費支出 △ 715
　　　その他業務支出 △ 23,851
　　　年金特別会計寄託金受入 502,309
　　　年金特別会計寄託金償還 △ 2,474,900
　　　投資回収金収入 4,586,505
　　　運用事業収入 134,894
　　　その他業務収入 107
　　　国庫納付金の支払額 △ 2,111,605
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 181
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △ 15
Ⅳ資金に係る換算差額(D) -
Ⅴ資金減少額(E=A+B+C+D) △ 0

Ⅵ資金期首残高(F) 5

Ⅶ資金期末残高(G=F+E) 5

（注）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。



（参考）キャッシュ・フロー計算書の科目 

業務活動によるキャッシュ・フロー：管理運用法人の通常の業務の実施に係る資金の流れを表

し、資金運用に係る投資支出、投資回収金収入、年金特別会計寄託金収入・償

還支出及び国庫納付等が該当。なお、その他業務支出については運用手数料が

大宗を占める。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動 

に係る資金の流れを表し、固定資産の取得による支出等が該当  

財務活動によるキャッシュ・フロー：資金の調達及び返済等の流れを表し、当事業年度ではフ 

ァイナンス・リース債務の返済が該当  

 
（４）行政サービス実施コスト計算書 
  （財務諸表へのリンク http://www.gpif.go.jp/public/activity/index.html） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）行政サービス実施コスト計算書の科目 

業務費用   ：管理運用法人の損益計算書に計上される費用  

（その他の行政サービス実施コスト）：管理運用法人の損益計算書に計上されないが、行政サー

ビスの実施に費やされたと認められるコスト  

引当外退職給付増加見積額：国からの出向職員に係る退職給付引当金増加見積額 

機会費用   ：国からの出資金について、自己調達していたならば発生したであろうと認め

られるコスト 

 
 
 
４．財務情報 
（１）財務諸表の概況（法人単位） 

① 経常収益、経常費用、当期総利益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要

財務データの経年比較・分析（内容・増減理由） 
  （経常収益） 

平成 25 年度の経常収益は 10,220,945 百万円と、前年度比 1,001,372 百万円減

（8.92%減）となっています。 
（経常費用） 

    平成 25 年度の経常費用は 27,119 百万円と、前年度比 3,067 百万円増（12.75％増）

となっています。これは、管理運用委託手数料の増加による運用諸費の 3,022 百万

円増が主な要因です。 
  （当期総利益） 

上記の結果、平成 25年度の当期総利益は 10,193,829百万円と、前年度比 1,004,435
百万円減となっています。  

（資産）  
平成 25 年度末現在の資産合計は 126,577,884 百万円と、前年度末比 6,111,982 百

万円増（5.07％増）となっています。これは、運用寄託金の償還 2,474,900 百万円に

よる減少、同受入 502,309 百万円による増加、国庫納付 2,111,605 百万円による減少

及び資産運用損益 10,220,673 百万円の計上による増加があったことが主な要因です。  

（単位：百万円）
金額

Ⅰ業務費用 △ 10,193,829
　　　損益計算書上の費用 27,119
　　　（控除）自己収入等 △ 10,220,948

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ引当外退職給付増加見積額 △ 4
Ⅲ機会費用 1

Ⅳ行政サービス実施コスト △ 10,193,833
（注）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。



（負債）  
平成 25 年度末現在の負債合計は 104,782,978 百万円と、前年度末比 1,970,244 百

万円減（1.85％減）となっています。これは、運用寄託金の償還 2,474,900 百万円に

よる減少、同受入 502,309 百万円による増加があったことが主な要因です。  
（業務活動によるキャッシュ・フロー）  

    平成 25 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 395 百万円減

（66.86％減）の 196 百万円となっています。資金運用に係る投資支出△612,548 百

万円、運用寄託金の償還△2,474,900 百万円及び国庫納付△2,111,605 百万円が支出

の主な要因であり、投資回収金収入 4,586,505 百万円及び運用寄託金の受入 502,309
百万円が収入の主な要因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  
平成 25 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 91 百万円減

（101.00%減）の△181 百万円となっています。これは、有形固定資産の取得による

支出△116 百万円が主な要因です。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 25 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度比 486 百万円増

（96.99%増）の△15 百万円となっています。これは、前年度に不要財産に係る国庫

納付等による支出△486 百万円が計上されていたことが主な要因です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【参考】収益の年金特別会計への納付状況 
        年金積立金管理運用独立行政法人法第 25 条第 4 項の規定等に基づき、年金積立

金の運用の結果生じた収益等を年金特別会計へ納付し、法人設立（平成 18 年 4 月

1 日）以来の納付額累積は 8,187,215 百万円となっています。 
        なお、旧年金資金運用基金以前の納付状況については、管理運用法人のホーム

ページで公表する「平成 25 年度業務概況書」をご参照ください。 
（http://www.gpif.go.jp/） 

 
                                                                            

 

 

　　表　主要な財務データの経年比較

（単位：百万円）
区分 2１年度 22年度 23年度 24年度 25年度

経常収益 9,185,332 △ 299,727 2,609,319 11,222,317 10,220,945

経常費用 35,339 28,271 24,885 24,052 27,119

当期総利益（又は△当期総損失） 9,149,992 △ 328,146 2,584,336 11,198,264 10,193,829
資産 122,844,227 116,318,460 113,611,936 120,465,902 126,577,884

負債 121,566,792 115,619,486 110,468,454 106,753,222 104,782,978

利益剰余金（又は△繰越欠損金） 1,277,335 698,874 3,143,382 13,712,581 21,794,805
業務活動によるキャッシュ・フロー 237 227 △ 278 591 196
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 165 △ 226 314 △ 90 △ 181
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12 △ 15 △ 82 △ 502 △ 15
資金期末残高 65 51 5 5 5
（注1）管理運用法人の中期目標期間は、第1期が平成18年度から平成21年度、第2期が平成22年度から平成26年度です。

（注2）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。

（注3）「経常収益」及び「経常費用」については、平成22年3月26日付「年金積立金管理運用独立行政法人の業務運営並び

        に財務及び会計に関する省令」改正後の区分に基づき表記しています。

（単位：百万円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

1,961,087 1,301,725 1,793,589 － 250,314 139,829 629,066 2,111,605

(－) (－) (－) (－) (－) (67) (486) (－)

（注）（　）は、不要財産に係る国庫納付額で内数です。

国庫納付額



 
  ② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 
    管理運用法人には厚生年金勘定、国民年金勘定及び総合勘定の３勘定があり、そ

れぞれ区分経理を行っていますが、総合勘定において他の２勘定の資金を合同で運

用する単一の事業であるため、セグメントとして区分するものはありません。   
 
③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

    前記②に同様です。 
 

④ 目的積立金の申請、取崩内容等 
    目的積立金について該当項目はありません。 
 
  ⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

平成 25 年度の行政サービス実施コストは△10,193,833 百万円と、前年度比

1,004,425 百万円減となっています。これは、資産運用損益△10,220,673 百万円を計

上したことが主な要因です。 

　　表　行政サービス実施コスト計算書の経年比較
（単位：百万円）

区分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
Ⅰ業務費用 △ 9,149,992 328,146 △ 2,584,336 △ 11,198,264 △ 10,193,829

　　損益計算書上の費用 35,339 28,419 24,983 24,052 27,119
　　（控除）自己収入等 △ 9,185,332 299,727 △ 2,609,319 △ 11,222,317 △ 10,220,948
Ⅱ引当外退職給付増加見積額 7 7 6 6 △ 4
Ⅲ機会費用 1 1 1 1 1
Ⅳ行政サービス実施コスト △ 9,149,984 328,154 △ 2,584,329 △ 11,198,258 △ 10,193,833
（注1）管理運用法人の中期目標期間は、第1期が平成18年度から平成21年度、第2期が平成22年度から平成26年度です。

（注2）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。

（注3）平成22年3月26日付「年金積立金管理運用独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する省令」改正後の区分に

      基づき表記しています。

 
（２）施設等投資の状況（重要なもの） 
    施設等投資について該当項目はありません。 
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（４）経費節減及び効率化目標との関係 
管理運用法人においては、当中期目標期間（平成 22 年度から平成 26 年度までの 5

年間）の最終年度における一般管理費（退職手当、事務所移転経費及び高度で専門的

な人材確保その他の「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月

24 日閣議決定。以下「基本的方針」という。）に基づく施策の実施に必要な経費を除く。）

を、平成 21 年度と比べて 15％以上節減することを目標としています。また、業務経費

（システム開発費、管理運用委託手数料、短期借入に係る経費及び高度で専門的な人

材確保その他の基本的方針に基づく施策の実施に必要な経費を除く。）については、中

期目標期間の最終年度において、平成 21 年度と比べて 5％以上の節減を行うこととし

ています。 
この目標を達成するため、管理運用法人においては、これらの事項に配慮した中期

計画の予算を作成し、契約方法の見直しやその他経費の節減措置を講じる等、当該予

算による適正かつ効率的な運営を行うこととしています。 

なお、参考までに管理運用法人の中期計画期間における節減対象予算額及び平成 25
年度の執行状況は次表のとおりです。 

 

【一般管理費】 

                                       （単位：百万円） 

 
21 年度 

基準年度 
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

節減対象経費（予算額） 416 403 391 378 366 

対 21 年度比節減率 ― －3.1％ －6.0％ －9.1％ －12.0% 

執行額 ― 261 308 277 279 

 

【業務経費】 

                                                        （単位：百万円） 

 
21 年度 

基準年度 
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

節減対象経費（予算額） 1,781 1,763 1,746 1,728 1,710 

対 21 年度比節減率 ― －1.0％ －2.0％ －3.0％ －4.0% 

執行額 ― 1,497 1,338 1,282 1,308 

 
 


